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１．はじめに

 農村地域では、農村集落からの排水を処理するための汚水処理施設の整備が立ち後れて

いることから、農業用水路が生活排水の受け入れ先となっている状況を踏まえ、農業振興

上の観点から、農業振興地域を対象として、農村地域における資源循環の促進を図りつつ、

農業用排水施設の水質保全及び機能維持、農村生活環境の改善を図り、併せて公共用水域

の水質保全に寄与するため、農業集落排水施設の整備がこれまで積極的に実施されてきた。 

整備を行うための大きな支援となる国の補助事業も昭和４８年度に農村総合整備モデ

ル事業の一工種として制度化され、昭和５８年度には農業集落排水施設の整備を単独で実

施する農業集落排水事業が創設された。筆者の所属の前身である（社）日本集落排水協会

も昭和５８年８月に設立された。単独事業が創設され、本格的な整備が開始されて以来本

年で３０年を経過し、整備された農業集落排水施設を取り巻く現状と課題について、施設

の管理者である市町村へのアンケート調査等に基づき明らかにするとともに、今後の展開

方向について私見を報告する。

２．農業集落排水施設の現状

 農業集落排水事業は、Ｈ２３年度までに約５，３００地区が完了し、施設が稼働してい

る。特に平成３年度から平成１１年度までは新規採択地区数が２００地区（ピークは平成

７年度の４７３地区）を越え、急速に整備が進んだ。その結果、農業集落排水施設の整備

人口は、約３３０万人となり、農業集落排水施設が多数設置されていると考えられる人口

５万人未満の汚水処理人口普及率は、平成９年度の３３％から平成２３年度には７４％と

大幅に上昇し、農業用用排水施設の水質保全や農村生活環境の改善に貢献している。

 一方、本年度末時点では、供用開始後２０年を経過する地区が約９００地区となり、５

年後の平成３０年度には稼働中の施設の半数となる約２，６００地区に達し、老朽化が急

速に進行する。このような状況から、近年では、農業集落排水事業の新規着工地区の約８

０％が供用中の施設の補修・更新等を行う機能強化地区となっている。

 機能強化対策の要因は、機械設備の老朽化、コンクリートの腐食劣化、放流水質の強化、

臭気対策が主なものとなっている。

３．農業集落排水施設の課題

 農業集落排水施設の管理を行っている９００市町村に対し、現在の農業集落排水施設の

課題等についての選択式のアンケート調査（複数回答可）を昨年実施したところ、次のよ 

うな結果となった。（回答率６０％）
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集排施設を管理するに当たっての課題については、「施設の老朽化」が約６０％、「維持

管理費の増加」が約４０％と老朽化に関連する項目の回答が目立って多い状況であった。

 また、老朽化が進行する農業集落排水施設の更新整備を進める上での課題については、

「市町村の財政事情」が約８０％とほとんどの市町村が回答し、続いて、「市町村計画の見

直し（処理施設の統廃合、下水道への接続）」が約５０％、「情報不足（制度面、技術面）」

が同様に約５０％となった。

 更に、農業集落排水施設の大部分が維持管理段階にあり、維持管理費の低減するにあた

っての課題については、「汚泥処理費の削減」が約６０％、「電気料の削減」が約４０％と

なった。維持管理費では、汚泥処理費が約７０％、電気料が約２０％となっていることか

ら回答はそれと同じ順位となった。

 維持管理費削減のための取組については、現在の取組では、「特になし」つまり現時点で

は特に取り組んでいない市町村が約４５％と半数近くあり、今後の取組では、「ストックマ

ネジメント等による計画的かつ効率的な更新整備」が約３５％、「管理施設数の削減」が約

２５％となった。

 農業集落排水施設の当面の大きな課題は、他のインフラ同様、施設の老朽化への対応が

重要であり、市町村のアンケート調査結果でもそれを裏付けるものとなった。

４．今後の展開方向

 このように老朽化が今後急速に進行する集落排水施設においては、施設の老朽化への対

応が極めて重要であることから、農業集落排水施設でのストックマネジメントの推進を図

っていく必要があり、その第一歩として、供用開始後１０年程度を経過した施設について

は、まず現在の施設の状況を把握するための機能診断調査を実施していく必要がある。

機能診断結果を踏まえた今後の補修・改築計画の検討の際には、我が国全体が人口減少

社会を迎える中、施設の統廃合についても検討する必要がある。

 また、ストックマネジメントの基本である通常の維持管理をより適切に実施することに

より、維持管理費の削減を図り、将来的な補修・改築を計画的に実施でき得る運営環境を

整備しておく必要がある。

 更に、農村で豊富にある資源を活用した再生可能エネルギー導入の取組が積極的に進め

られており、全国に約５，３００地区ある農業集落排水施設においても太陽光発電施設の

設置などによる再生可能エネルギーの導入により、低炭素社会の実現に貢献するとともに、

維持管理費の削減や災害への対応の面からも検討する必要がある。

５．おわりに

当センターにおいても、ストックマネジメントの推進をはじめ、維持管理費の節減や再

生可能エネルギーの導入推進を技術面から支援すべく、様々な調査研究に取り組んでいる

ところである。

市町村アンケート結果でも、技術的なものも含めた情報不足についての指摘があること

を十分に踏まえつつ、センターとしても都道府県土地改良事業団体連合会などの関係者と

の連携しつつ調査研究の状況やその成果について普及啓発にこれまで以上に努力していき

たいと考えている。
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